国民の科学技術に対する意識に関する統計解析 －科学技術への関心、科学技術人材育成に繋がる児童生徒期の体験、 科学技術行政に対する国民の信頼回復－ by 細坪 護挙 & 第2調査研究グループ











































本 DISCUSSION PAPER は、所内での討論に用いるとともに、関係の方々からのご意見をいただく
ことを目的に作成したものである。 
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The Analysis about the Change of the Public Attitudes to Science and Technology 
- The Experience from Elementary to High school to Enhance Science and Technology Interest Level, 
to Foster Science and Technology Personnel, and The National Trust Recovery for the Science and 
Technology Administration – 
Hosotsubo Moritaka, 2nd Policy-Oriented Research Group, National Institute of Science and 
Technology Policy (NISTEP), MEXT 
ABSTRACT 
I analyzed following three from "the Public Attitude Survey to Science and Technology" of 
February, 2014 and October. 
As experiences from Elementary to High school to enhance Science and Technology Interest Level, 
4 factors, such as the thing resolution, the outdoors play, were extracted. These are classified 
roughly into the curiosity-like factor that is almost brought about through the human relations with a 
friend and the parent and an introverted curiosity-like factor. A latter effect seems to be strong, but I 
make distinction temperament or not, and it will be necessary to consider the possibility of the 
policy future. 
As experiences from Elementary to High school to foster Science and Technology Personnel, in old 
days the science teacher of the respondent probably performed scientific experiments in order to 
deepen understanding of respondents. Because the experiment won through up to the impressions 
and memory of the respondent deeply, they came to like a scientific experiment and came to like 
teachers next, and as the result, the causal relations that science and technology personnels were 
brought up became clear. 
About the national trust recovery for science and technology administration, I showed what the 
Sincerity Propagation Hypothesis that changed the Sincerity Hypothesis, adapted to in science and 
technology administration from data. In addition, as consideration, with further genelallized 
hypothesis, as a trust recovery policy about the reproduction cell research injustice in 2014, I 
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 国民意識調査は主に 2009 年から当所で断続的に実施されているインターネット調査である。調査
会社の登録モニターを対象として、月末に質問を行い、国民意識の変化も把握する（男女・各年代お
よそ同数と設定）。本研究の対象としたのは 2014 年 2 月(N=3,000)調査及び 2014 年 10 月(N=2,400)














概要図表 1：MNL, AIC-SWの変量組み合わせに対する BN分析：2月調査における科学技術関心度








a)技術/家庭科好き, b)物を分解するのが好きだった, c)屋外で遊ぶことが多かった, d)父母に理科
や算数/数学の勉強をよく教えてもらった 
  
の 4 つの要因が抽出された。これらは概ね以下の 2 種に大別されると考えられる。 
(1) c)屋外で遊ぶことが多かった、に示されるような、友人や親との人間関係を通じて左右される科学






















































(1) 行為（政策）に対する信頼回復には、主体（科学技術行政）への国民社会の信頼回復が必要  
(2) (1)の主体に対する信頼回復には、主体が国民社会に対し、自らの行為に関する誠実性や、目
的の正当性(必要性 , 重要性 , 緊急性 , 将来性等) を伝える(信頼の伝搬 )必要がある 
(3) 信頼の伝搬手段には「自発的な安心装置の供出」(例 . 主体による自発的な情報公開等)など
がある 






  a) 国や企業などの科学技術を開発利用する主体を信頼できるかどうか 
   ←b) 社会が規制してその科学技術の誤用や悪用を防ぐことができるかどうか 
     ＝誠実性伝搬仮説の(3) 「自発的な安心装置の供出」 
   ←d) その科学技術が社会にとって必要かどうか 
     ＝誠実性伝搬仮説の(2) 「信頼の伝搬」 
  a) or b) ←c) 責任の所在がはっきりしているかどうか  
         ＝誠実性伝搬仮説の 1) 「主体への信頼」 
    → 将来その科学技術によって何が起こるか予想できるかどうか 

















図表 5-9 から図表 5-21 のまとめ参照）。事態の影響規模が大きく、関係機関や関係者が拡が
り、利害関係や信頼関係も複雑化していると想定される。 





a) 当該研究者       ：当該新規再生細胞を再現すること 






























追究、z 軸：社会使命追究、u 軸：メディア解釈を事例として想定、緑色矢印：組織の 3 つの構成
者の誠実性(長さは誠実性の強さ、太さに意味はない)、黄土色矢印：構成者の線形和である組
織の誠実性、濃赤色実線矢印：黄土色矢印の zu平面上への投影であり、国民社会への理解、






















































































































1. 調査研究の目的  


















































2. 調査対象  
(1) 科学技術に関する国民意識調査の全体像  
当研究所が実施してきた科学技術に関する国民意識調査は、インターネット調査（以下「国民意
識調査」という）と、それを補完する訪問式のアンケート調査から構成されてきた 10.が、現在ではイン

































(2) 本稿の調査対象  
 本稿では、2014 年 2 月に実施した国民意識調査(N=3000)12.、及び同年 10 月に実施された同調査
(N=2400)の 2 セットのデータを分析する。それぞれのデータの特徴を解説すると、以下のようになる。 
 1) 2014 年 2 月調査（N=3000）: 
  － 小中期の体験と、小中高の教科の好き嫌い 
  － 小中期の父母との関わり、現在接する情報・・・ 
 2) 2014 年 10 月調査(N=2400): 
  － 国民が信頼する情報源  
  － 国民からの情報発信法、感動安心、不安嫌悪した情報・・・ 
 それぞれの調査項目全体は、それぞれ 200 項目以上に及ぶ。ここでは抜粋を掲載する。 
 
国民意識調査項目イメージ(2014 年 2 月調査 12.の例) 
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・食料/水問題 , 防災/減災 , 食の安全 , 宇宙開発 , 海洋開発 , 数理科学 , 情報通信技術・・・ 
○ 科学技術に関する話題の関心（以下、科学技術関心度という） ・・・ 
 
〇 情報 
・よく見る TV 番組 , よく読む新聞記事 , インターネットでの関心事 , よく読む雑誌 , よくする会話の種
類 
・科学技術の情報源の種類/情報源の信頼度  
・科学者の話の信頼度 , より関心をもつためのメディア/手段・・・ 
 
〇 1 年内の施設訪問経験  
・動物園/水族館/植物園 , 科学館/博物館/プラネタリウム, 美術館/コンサートホール/劇場 , 図書
館 , サイエンスカフェ・・・ 
〇 小中高の教科の好き嫌い： 国/数/英/理（物化生地）/社(日世地政)/体/技家/芸音… 
 
〇 小中の自身の体験  
・屋外で遊ぶことが多かった, 百科事典/図鑑好き, TV ゲーム等に夢中 , 科学実験記憶に残る, 料
理作りが好き, 物の分解が好き, 博物館/科学館/プラネタリウム好き, 理科先生好き, プログラミン
グ経験 , 小説/歴史本好き・・・ 
 
〇 小中の父母との関わり 
・理科/算数(数学)の勉強相談 , 一緒に日曜大工や物の修理 , 夏休みの自由研究の手伝い, 
  野外活動(ｷｬﾝﾌﾟ/登山/ﾊｲｷﾝｸﾞ/釣り等)に連れていってもらう, 親の仕事場に行った経験 , 学校










3. 標本特性  
標本特性として、記述的に 2 月調査と 10 月調査の回答者属性を比較する。 








図表 3-1 性別・年齢別の回答者数及び回答割合（出典：国民意識調査 2014 年 2 月及び 10 月より
筆者作成） 
 
 年齢・性別は層化抽出変量であり、15-19 歳は 10 月のみだが、それを除くと(図表中間。以下同じ)、
2 月と 10 月で男女構成は変わらない。(Cochran-Mantel-Haenstzel 検定統計量、以下「CMH 検定
統計量」という。P = 0.654) 
 以下の 2月と 10月の特性比較では、特に断りがない限り 15-19歳を除いた場合を解釈する。また、
以下帰無仮説棄却域を 1％有意水準で判断する。 
 
図表 3-2 居住地域別の回答者数及び回答割合（出典：国民意識調査 2014 年 2 月及び 10 月より
筆者作成） 
 
日本全国を 13 地域に分類して比較すると（図表 3-2）、2 月と 10 月の回答者構成は変化なし。(カ
イ二乗独立性検定 P = 0.091 ) 
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図表 3-3 最終学歴別の回答者数及び回答割合（出典：国民意識調査 2014 年 2 月及び 10 月より
筆者作成） 
 
  回答者の最終学歴は 2月と 10月間で変化なし（図表 3-3）。ただし、15-19歳を加えると、10月で
は高等学校等の割合が少し増加する。(カイ二乗独立性検定 P = 0.422 ) 
 
図表 3-4 専攻分野別の回答者数及び回答割合（出典：国民意識調査 2014 年 2 月及び 10 月より
筆者作成） 
 




図表 3-5 職業別の回答者数及び回答割合（出典：国民意識調査 2014 年 2 月及び 10 月より筆者
作成） 
 
 回答者の職業は 2 月と 10 月間で、その他が増加している（図表 3-5）(カイ二乗独立性検定 P = 
0.000 )。この原因として、10 月の職業水準変更が考えられる（図表 3-5 のキャプションのカッコ内が
10 月変更）。いくつかの水準で範囲が狭くなったことから、その他が増加したと考えられる。 
また、10 月は専門的技術的職業の中に科学技術的職業を分離し、定義した。これを専門的技術
的職業に戻し、15-19 歳水準を除いて 2 月と 10 月を比較しても、両者の構成は異なる。 
 
図表 3-6 婚姻状態別の回答者数及び回答割合（出典：国民意識調査 2014 年 2 月及び 10 月より
筆者作成） 
 
 回答者の婚姻状態は 2 月と 10 月間で変化なし（図表 3-6）。(カイ二乗独立性検定 P = 0.317 ) 













図表 3-7 同居子どもの状態別の回答者数及び回答割合（出典：国民意識調査 2014年 2月及び 10
月より筆者作成） 
 
 回答者と同居する子どもの構成は 2 月と 10 月間で変化なし（図表 3-7）。 (カイ二乗独立性検定  
小学生未満 : P = 0.479, 小学生 : P = 0.248, 中学生 : P = 0.643, 高校生 : P = 0.232, 大学生 : P = 
0.845, 大学院生 : P = 0.033, 社会人 : P = 0.470 ) 
 
図表 3-8 税込世帯年収別の回答者数及び回答割合（出典：国民意識調査 2014 年 2 月及び 10 月
より筆者作成） 
1500 万円以上  
1000～1500 万円未満  
700～1000 万円未満  
500～ 700 万円未満  
300～ 500 万円未満  






 回答者の税込世帯年収に関しては、10 月調査では 15-19 歳回答者などへの配慮として、わからな
い、を追加した。わからない、を除く水準の構成は 2 月と 10 月で同じである (カイ二乗独立性検定 : P 
= 0.157 ) 
 




4. 解析手法  
本章では、数理技術的な課題を中心に説明する。 
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きていない。即ち、本稿では、(1)の MNL と AIC-SW でその部分の妥当性を担保していると考えてい
る。 
 仮に、(2)の BN だけで考えるとすると、事前知見がなく変数選択できないから、全変量を使用するこ











科学技術関心度→: 科学技術情報積極調査 , 科学技術情報発見  
科学技術関心度←: 重要だと思うものがない（重要分野）, 専門的技術的職業＆科学技術関心度


















ロットも図示する。MCA は正規線形モデルであり、MNL とも BN ともまた理論的に異なるため、異なる





5. 2 月及び 10 月調査における属性・主観変量の比較分析  
(1) 回答者属性変量間の因果的関係  
 2月及び 10月調査における、3.での回答者属性変量間の因果的関係を、4.の BNで分析する。ここ
では、科学技術人材育成に関連した専門的技術的職業（10 月調査では科学技術的職業）に対して、








専門的技術的職業に就いている人は、税込世帯年収 300 万円未満が少ない（図表 5-3）。 
 
 




図表 5-2 回答者居住地域の東京都と九州地域の関係（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者
作成） 
 
図表 5-3 専門的技術的職業と税込世帯年収の関係（出典：国民意識調査 2014年 2月から筆者作
成） 
 
 次に、10 月調査の回答者（比較のため 15-19 歳除く）属性変量（図表 5-1 と同じ変量組み合わせ）
の BN 分析は図表 5-4 となり、図表 5-1 と同じく、年齢・居住地域や税込世帯年収の水準間での関
係が強い。一方、科学技術人材育成に関しては、科学技術的職業に就く比率が高いのは自然科学
工学系の専門分野であり（図表 5-5）、同職だと税込世帯年収 300万円未満は少なく（図表 5-6）、最
終学歴が大学院博士課程の人が多い。 
 
1500 万円以上  
1000～1500 万円未満  
700～1000 万円未満  
500～ 700 万円未満  
300～ 500 万円未満  




図表 5-4 回答者属性変量の BN 分析（出典：国民意識調査 2014 年 10 月から筆者作成） 
 
 
図表 5-5 科学技術的職業と自然科学工学系の関係（出典：国民意識調査 2014 年 10 月から筆者
作成） 
 
図表 5-6 科学技術的職業と税込世帯年収の関係（出典：国民意識調査 2014 年 10 月から筆者作
成） 
 
1500 万円以上  
1000～1500 万円未満  
700～1000 万円未満  
500～ 700 万円未満  
300～ 500 万円未満  




 税込世帯年収は金額でなく階級で訊いており、図表 5-6 の度数分布から、各階級の中央値で科学
技術的職業の平均値を求める。1500 万円以上、は 1500 万円とし、わからない回答者は含めずに算
出すると、 
 
科学技術的職業   の税込世帯年収平均 : 679 万円 
科学技術的職業以外の税込世帯年収平均 : 559 万円 
 
となり、科学技術的職業は他職より、平均して約 100 万円超の税込世帯年収があると推測される。 
 
 BN とは異なる手法として、MCA により 2 月・10 月調査の回答者属性をプロットすると、図表 5-7、
図表 5-8 となる。MCA では特性の近い要因が近くに集まる傾向がある。2 月調査では、専門的技術
的職業は、税込世帯年収 1500 万円以上、1000-1500 万円、自然科学工学系、大卒、修士卒・・・が
近くなっている（図表 5-7）。一方、10 月調査では、科学技術的職業は原点近くとなって、特性が判別
しにくくなっている（図表 5-8）。2 月と 10 月調査で職業カテゴリーの一貫性は担保されていないが、
科学技術的職業でない専門的技術的職業（弁護士等）の特性が他平均より際立っている可能性が
ある。一方、MCA プロットの説明力（寄与率）は、x軸、y軸合わせても、図表 5-7、図表 5-8 でそれぞ
れ 10％に及ばず、ここでは MCA モデルではあまり多くの変量間関係の説明は難しいことも分かる。 
 




図表 5-8 回答者属性の MCA（出典：国民意識調査 2014 年 10 月から筆者作成） 
 
(2) 2 月と 10 月調査で共通観測した主観変量の比較  





することから、共通設問の比較の条件として使用する。また、比較では 10 月の 15-19 歳回答者は除
いている。科学技術関心度に関しては、2 月より 10 月では、関心層と無関心層の二極化の進展、主




図表 5-9 科学技術関心度の変化（出典：国民意識調査 2014 年 2 月及び 10 月から筆者作成） 
 
 次に、科学技術人材に関しては、2 月と 10 月で職業水準が変わることに注意されたい（図表 5-10）。
2 月調査では、専門的技術的職業&科学技術関心度（どちらかというと高い or 高い）で定義している
一方、10 月調査では、科学技術的職業という水準を新たに設け、回答者に訊いている。そのため、
図表 5-10の 2月と 10月では、定義が異なるため両者は比較できないが、構成に大きな変化はなく、
2 月と 10 月の回答者属性に大きな変化はないという仮定は大きくは外れていないとも考えられる
(CMH 検定 P = 0.956)。 
 
図表 5-10 科学技術人材の変化（出典：国民意識調査 2014 年 2 月及び 10 月から筆者作成） 
 科学技術のみだけでなく他にも複合的な要因を含む一方、社会的インパクトが大きいと考えられる
福島第一事故の不安度に関しては（図表 5-11）、不安層が拡大しており、主体信頼重視者はより不








している(CMH 検定 P = 0.000)。 
 








図表 5-13 科学技術発展評価の変化（出典：国民意識調査 2014 年 2 月及び 10 月から筆者作成） 
 
科学技術の進歩につれて生活はより便利で快適なものになるかどうかに関しては（図表 5-14）、肯
定評価が増加している。主体信頼重視者はよりそう思っている(CMH 検定 P = 0.000)。 
 
図表 5-14 科学技術の進歩につれて生活はより便利で快適なものになるかどうかの変化（出典：国













そう思っている(CMH 検定 : P = 0.000)。 
 
図表 5-16 科学技術の研究開発の方向性は内容をよく知っている専門家が決めるのがよいかどう
かの変化（出典：国民意識調査 2014 年 2 月及び 10 月から筆者作成） 
 
科学技術の利用には予想もできない危険が潜んでいるかどうかに関しては（図表 5-17）、そう思う









そう思う(CMH 検定 : P = 0.000)。 
 
図表 5-18 科学技術の利便性を享受するためにはある程度のリスクを受容しなければならないかど









5-19）、どちらかというと、を含めると、二極化している。主体信頼重視者はより、そう思う(CMH 検定 : 
P = 0.000)。 
 
図表 5-19 日常生活で科学について知っておくことは私にとって重要なことであるかどうかの変化




定 : P = 0.000)。 
 
図表 5-20 社会的影響力の大きい科学技術の評価には市民も参加すべきかどうかの変化（出典：









(CMH 検定 : P = 0.000)。 
 
図表 5-21 科学技術に関する事故や事件の情報は多少不正確でも早く発表すべきかどうかの変化
（出典：国民意識調査 2014 年 2 月及び 10 月から筆者作成） 
 




 1) 研究者の話の信頼度：信頼回復 主体信頼重視者はより信頼（図表 5-12） 
 2) 科学技術発展評価：肯定評価増加 主体信頼重視者はよりプラス評価（図表 5-13） 
 3) 科学技術の進歩につれて生活はより便利で快適なものになる：肯定評価増加  
主体信頼重視者はよりそう思う（図表 5-14） 
 4) 科学技術の研究開発の方向性は内容をよく知っている専門家が決めるのがよい： 
そう思う人が増加 主体信頼重視者はより、そう思う（図表 5-16） 
5) 科学技術の利用には予想もできない危険が潜んでいる：そう思う人が増加  
主体信頼重視者はより、そう思う（図表 5-17） 
6) 科学技術の利便性を享受するためにはある程度のリスクを受容しなければならない： 
そう思う人が増加 主体信頼重視者はより、そう思う（図表 5-18） 
 
Ⅱ．科学技術に消極的意見  
 1) 福島第一事故不安度 :不安層拡大 主体信頼重視者はより不安（図表 5-11） 
2) 社会的影響力の大きい科学技術の評価には市民も参加すべきだ：そう思わない人が増加  
主体信頼重視者はより、そう思う（図表 5-20） 
 3) 科学技術に関する事故や事件の情報は多少不正確でも早く発表すべきだ： 
そう思わない人が増加 主体信頼重視者はより、そう思う（図表 5-21） 
 
Ⅲ．二極化等  
 1) 科学技術関心度 関心層と無関心層の二極化  主体信頼重視者は関心あり（図表 5-9） 





 3) 日常生活で科学について知っておくことは私にとって重要なことである：二極化の模様  
主体信頼重視者はより、そう思う（図表 5-19） 
 






籍雑誌、インターネット、科学館/博物館等、家族/友人/知人の会話（CMH検定  P = 0.000）やラジオ 
(CMH 検定 P = 0.094) が増加している。主体信頼重視者は(重視しない者より)、全ての手段でより
多くの情報源に接する。 
 
図表 5-22 普段、科学技術に関する情報をどこから得ているか（出典：国民意識調査 2014年 2月及
び 10 月から筆者作成） 
 
過去 1 年以内に施設等を訪れたことがあるかに関しては（図表 5-23）、 
10 月訪問者多数：動物園/水族館/植物園、科学館/博物館/プラネタリウム (CMH 検定 P = 0.000) 
2 月訪問者多数：美術館/コンサートホール/劇場、図書館 (CMH 検定 P = 0.000) 
             サイエンスカフェ (CMH 検定 P = 0.019) 
となっており、2 月調査と 10 月調査の結果の相違は、季節に依存する可能性がある。例えば、比較
的寒い 2 月に動物園に行く人は少なそうに思われる。主体信頼重視者は常により多く訪問している。  
 
関心をもっているかどうかに関しては（図表 5-24）、原子力開発利用のみ減少している。しかし、こ
れは 2 月調査結果が高すぎた可能性もある。なぜならば、10 月調査では海洋開発とあまり変わって
いないからである。全ての項目で主体信頼重視構造が時間変化している（CMH 検定 P = 0.000）。こ












以上が 2 月調査と 10 月調査の共通設問（変量）である。逆に述べると、他の設問はそれぞれの時
点でのみ行われているため、時間変化を見ることはできない。 
 以上の共通設問の主観変量から、MNL や AIC-SW を経ずに直接、2 月と 10 月調査間の因果的関
係の構造の差を BN で調べてみよう。変量数はそれほど多くはなく、図示しても判読できるレベルであ
る。まず、2 月調査結果を BN で分析すると、図表 5-25 となる。ここでは回答者属性変量で調べた図





のまま使用する。2.の調査目的 3 つに関する分析結果をまとめると、 
 
















 関心_科学技術イノベーション経済発展と国際競争力向上  
評価事項_将来その科学技術によって何が起こるか予想できるかどうか 





図表 5-25 共通設問の主観変量 BN(出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成) 
 
図表 5-26 国等開発主体信頼重視と科学技術イノベーション経済発展と国際競争力向上の関係
（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 

































図表 5-27 共通設問の主観変量 BN(出典：国民意識調査 2014 年 10 月から筆者作成) 
 





図表 5-29 国等主体信頼重視と新聞を情報源とするかの関係（出典：国民意識調査 2014 年 10 月
から筆者作成） 
 





独立性検定 P = 0.028)、理科(P = 0.011)、体育(P = 0.934)の好き嫌いは主体信頼重視に影響を及
ぼさない。一方、その他の小中教科は好きなほど、主体信頼重視者が多い傾向がある。 
 
図表 5-30 小学校・中学校での教科の好き嫌い（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
 同じく、高校での教科の好き嫌いに関しては（図表 5-31）、理科(基礎/総合)(カイ二乗独立性検定  










図表 5-31 高校での教科の好き嫌い（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
自身の児童生徒期の体験に関しては（図表 5-32）、コンピュータゲーム等に夢中(カイ二乗独立性
検定 P = 0.228)、物を分解するのが好きだった（P = 0.010）、プログラミング経験（P = 0.035）、海外居










図表 5-32 自身の児童生徒期の体験（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
 
図表 5-33 児童生徒期の親との体験（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
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 次に、図表 5-30 から図表 5-33 までの児童生徒期の体験と、3 つの調査目的変量との関係を BN
分析で調べてみる。小学校・中学校の教科の好き嫌いを BN 分析すると（図表 5-34）、 
 


















合わせの妥当性を考慮しなければならない。本稿では後半に行う MNL と AIC-SW がそれに相当す
る。 
 






査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
 次に自身の児童生徒期の体験を BN 分析すると（図表 5-36）、 
 










































うかの関係（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 




























典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
 更に、高校における教科の好き嫌いを BN 分析すると（図表 5-44）、 
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図表 5-44 高校における教科の好き嫌いの BN 分析（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作
成） 
 





 次に 10 月調査の個別（非共通）変量（主観変量）について述べる。 





民意識調査 2014 年 10 月から筆者作成） 
 




サイト(カイ二乗独立性検定  P = 0.154)、国行政機関等サイト(P = 0.125)、大学サイト(P = 0.034)、科




































設からの情報、民間企業や民間団体からの情報(カイ二乗独立性検定 全て P = 0.000)、国の
行政機関や地方公共団体からの情報(P = 0.001)  
2) 主体信頼の重視が情報信頼度に影響しない：著名人や評論家の話(P = 0.018)、新聞社や雑誌
社/TV 局の記者の話(P = 0.024)、ニュースキャスターやコメンテーターの話(P = 0.993)、タレント
や芸能人の話(P = 0.132)、国会議員や地方議会議員の話(P = 0.768)、家族や友人/知人の話






二乗独立性検定 P = 0.000)、ラジオ(P = 0.003)を使う回答者は、主体信頼を重視する傾向がある。
















以上図表 5-46 から図表 5-51 までの情報に関する設問における主体重視の影響をまとめると以
下となる。 
 
1) 情報源： ラジオ(カイ二乗独立性検定統計量 P = 0.085)以外で、主体信頼を重視するほど情報
源が増える 
2) ネット情報源 : 
 官邸/政府広報サイト(P = 0.154)、国行政機関等サイト(P = 0.125)、大学サイト(P = 0.034)、科学館
等サイト(P = 0.021)、SNS(P = 0.931)、その他(P = 0.687)：主体信頼を重視するほどこれらの使用傾
向が強い 
 著名人や評論家の話(P = 0.018)、新聞社や雑誌社/TV 局の記者の話(P = 0.024)、ニュースキャス
ターやコメンテーターの話(P = 0.993)、タレントや芸能人の話(P = 0.132)、国会議員や地方議会議員
の話(P = 0.768)、家族や友人/知人の話(P = 0.034)、ホームページやブログ/電子掲示板などを通じ
た一般の人からの情報(P = 0.976)：影響しない 
3) 情報提供度： TV(P = 0.745)以外で、主体信頼を重視するほど提供度が向上する 
4) 不足情報： その他(P = 0.983)以外で、主体信頼を重視するほど不足情報が増える 
5) 情報信頼度 : 
 科学者の話、医師の話、国立や公立などの公的研究機関からの情報、大学からの情報、学会から
の情報、科学館や博物館など科学技術関連施設からの情報、民間企業や民間団体からの情報(全
て P = 0.000)、国の行政機関や地方公共団体からの情報(P = 0.001)では、主体信頼を重視するほど、
情報発信源を信頼する 










量との関係を BN 分析すると図表 5-52 となる。 


















図表 5-52 情報源、ネット情報源、情報提供度、不足情報、情報源信頼、確認メディアの BN 分析
















不安嫌悪に関しては（図表 5-53）、新製品の開発等（カイ二乗独立性検定 P = 0.627）、新理論の発
















「不安嫌悪」という。出典：国民意識調査 2014 年 10 月から筆者作成） 
 
図表 5-54 過去２年で「感動や安心を感じたもの」として印象や記憶に残ったことがありますか（以下
「感動安心」という。出典：国民意識調査 2014 年 10 月から筆者作成） 
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 不安嫌悪を感じた情報に関して意見や判断を左右したものでは（図表 5-55）、新聞社や雑誌社 TV
局の記者情報(観測度数 959)、ニュースキャスター等の情報(919)、科学者等専門家情報(791)、国
の行政機関等情報(402)、特になし(374)、著名人情報 (366)、家族等の話(293)等が多くなっている。
タレント芸能人(カイ二乗独立性検定 P = 0.818)、科学館博物館(P = 0.015)、一般人(P = 0.163)、家










キャスター等(カイ二乗独立性検定 P = 0.012)、著名人等(P = 0.206)、タレント等 (P = 0.702)、国会議







えた(219)等が多い。非常に興味を持った(カイ二乗独立性検定 P = 0.000)、さらに詳しく知りたいと





























1) 不安嫌悪、感動安心  
 ・観測度数が少なくない事項では、主体信頼重視すると不安/嫌悪や感動/安心が増す傾向  
 ・同一事項に対して、不安/嫌悪と感動/安心は相反する傾向。唯一の例外：情報通信技術では、





2) 不安嫌悪、感動安心の意見判断左右情報  
 ・タレント芸能人(P = 0.818)、科学館博物館(P = 0.015)、一般人(P = 0.163)、家族等(P = 0.104)、そ
の他(P = 0.517)以外で、主体信頼を重視するほど、不安嫌悪感の意見判断左右情報が増す 
 ・ニュースキャスター等(P = 0.012)、著名人等(P = 0.206)、タレント等(P = 0.702)、国会議員等(P = 
0.326)、一般人(P = 0.420)、家族等(P = 0.460)、その他(P = 0.967)以外 では、主体信頼を重視す
るほど、感動安心感の意見判断左右情報が増す 
→ 不安嫌悪と感動安心の意見判断左右情報は類似  
 
3) 不安嫌悪、感動安心時の行動  
 ・不安嫌悪時では、非常に興味を持った(P = 0.000)、さらに詳しく知りたいと思った(P = 0.000)、様々
なメディアで確認した(P = 0.000)など積極的に行動した回答者は、主体信頼を重視する傾向にあ
る。一方、自分には関係ないことと思った(P = 0.001)回答者には、主体信頼を重視しない人が多い 
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 ・感動安心時では、非常に興味を持った(P = 0.000)、さらに詳しく知りたいと思った(P = 0.000)、様々
なメディアで確認した(P = 0.000)など積極的に行動した回答者は、主体信頼を重視する傾向にあ
る。一方、自分には関係ないことと思った(P = 0.000)回答者には、主体信頼を重視しない人が多い 
→ 不安嫌悪と感動安心時の行動は同じ 
→ ・ 個別事項での不安嫌悪と感動安心傾向は相反するが、情報通信技術ではともに発生 
  ・ 不安嫌悪と感動安心の意見判断左右情報やその行動は同じ 




 以上の不安嫌悪や感動安心に係る変量に関して、調査目的変量を含めて BN 分析を行うと、図表
5-59 となる。図表 5-59 では変量数が 100 近くの多数になり、図から有向辺などの関係を読み解くこ
とが難しい部分もある。そこで、コマンド解析も併せて、調査目的変量の関係を調べた。 
 科学技術関心度←感動安心_非常に興味をもった（図表 5-60） 
 科学技術関心度→科学技術人材育成（科学技術的職業）、評価重視_その科学技術を技術的にコ
ントロールできるかどうか 













図表 5-59 不安嫌悪、感動安心、各々の意見判断左右、各々を感じた時の行動の BN 分析（出典：





査 2014 年 10 月から筆者作成） 
 
図表 5-61 国等主体信頼重視と不安嫌悪時に科学者など専門家から発信された情報により意見判






デルの各種推定量と関係変量は、図表 6-1 となる。 
 
目的変量 :科学技術関心度 4 水準 
(非常に関心あり 373,・・・1737,・・・771,全く関心なし(基準)119)：AIC = 3650.27, df = 279, 判別率 = 
77.8%, 擬似R2(Pseudo R2; pR2) = 0.510 
 
図表 6-1 科学技術関心度の MNL及び AIC-SW最適モデルの変量関係（実線矢印は 5％有意水準、










 図表 6-1 の結果を解釈すると、科学技術関心度に直接影響する児童生徒期の要因は以下のとお
りである。全て小中期の体験である 
 a)技術/家庭科好き, b)百科事典/図鑑好きではない, c)物を分解するのが好きだった 
 d)屋外で遊ぶことが多かった, e)父母に野外活動に連れていってもらっていない, f)父母に理科や
算数/数学の勉強をよく教えてもらった 
 



























図表 6-2 科学技術関心度に影響する児童生徒期の体験のオッズ比推定値と 95％信頼区間（出
典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
 モデル設定では、説明変量の基準水準を嫌いだった、該当なし、目的変量の基準水準を関心がな
























図表 6-3 科学技術関心度に直接影響する児童生徒期の体験の BN 分析（出典：国民意識調査
2014 年 2 月から筆者作成） 
 






























































2014 年 10 月から筆者作成） 
 
図表 6-10 科学技術関心度と科学館や博物館など科学技術関連施設を情報源するか否かの関係
（出典：国民意識調査 2014 年 10 月から筆者作成） 
 

























目的変量 :科学技術関心度&技術的専門的職 4 水準(非専門職関心度低(基準)806,非専門職関心
度高 1747, 専門職関心度低 84,専門職関心度高(科学技術関連職)363)：AIC = 3783.11, df = 366, 
判別率 = 79.6%, pR2 = 0.503 
 
図表 7-1 科学技術関連職のMNL及び AIC-SW最適モデルの変量関係（出典：国民意識調査 2014
年 2 月から筆者作成） 
 









図表 7-2 科学技術人材育成に影響する児童生徒期の体験のオッズ比推定値と 95％信頼区間（出






表 7-1 と同じように、目的変量を理科科目&理科先生好き、と設定すると合計 4 水準となるが、理科
科目好きではない＆理科先生好きの観測度数は極めて少数であり、重要性もあまり高くないと感じ
られるため、理科科目&理科先生好きではない、に併合した。こうして 3 水準の目的変量を設定し、
MNL、AIC-SW で分析した（図表 7-3）。図表 7-3 の矢印の色は以下のぞれぞれを高める傾向を示
す。 
 理科科目&理科先生好き：赤色、理科科目好き&理科先生好きではない：青色 






目的変量 :理科科目&理科先生好き 3 水準  
(理科科目&理科先生好きではない 1327(基準),理科科目好き&理科先生好きではない 1369,理科科
目&理科先生好き 304)：AIC = 3370.06, df = 254, 判別率 = 80.4%, pR2 = 0.498 
 
図表 7-3 理科科目&理科先生好きの MNL 及び AIC-SW 最適モデルの変量関係（出典：国民意識
調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
次にこれら 3つの意味を明らかにするため、児童生徒期の体験の効果のオッズ比推定値と信頼区間















図表 7-4 理科科目&理科先生好きに影響する児童生徒期の体験のオッズ比推定値と 95％信頼区
間（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
 以上で、2 段階の MNL モデルを使用して議論してきたが、最初から理科先生好きかどうかも折り込
んでモデル化したらどうなるか。この場合、単純に考えると、目的変量は図表 7-1の科学技術人材育
成（専門的技術的職業&科学技術関心度）4 水準に、理科先生好き 2 水準を加え 8 水準にも及ぶ。
これでも計算可能であり、原理的には正しいが、そもそも観測度数が少なく、分析の関心も低い水準
はまとめることにする。こうして、目的変量を科学技術人材育成（専門的技術的職業&科学技術関心
度）&理科先生好き、として水準を YNY, YYN, YYY, 他（Y:該当、N:非該当）と設定して 4水準モデルを




目的変量 :科学技術関心度&技術的専門的職&理科先生好き 4 水準 
(専門職&関心度高&理科先生好き 66、専門職&関心度高&理科先生好きではない 297, 非専門職&
関心度高&理科先生好き 226、他(基準)2411)：AIC = 3190.24, df = 291, 判別率 = 83.8%, pR2 = 
0.364 
 
図表 7-5 科学技術人材育成（専門的技術的職業&科学技術関心度）&理科先生好きの MNL 及び









童生徒期の体験のオッズ比推定値と 95％信頼区間（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作
成） 
 



















BN 分析すると（図表 7-7）、上述の科学技術人材育成と理科先生好き等との関係は見られない。 
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 科学技術人材育成（専門的技術的職業&科学技術関心度）←性別（図表 7-8） 
 科学技術人材育成（専門的技術的職業&科学技術関心度）→科学技術についての知識は豊かな




験の BN 分析(出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成) 
 











は豊かなほうかどうかの関係（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
図表 7-10 科学技術人材育成（専門的技術的職業&科学技術関心度）と会話内容が仕事であるか
の関係（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
図表 7-11 科学技術人材育成（専門的技術的職業&科学技術関心度）とネットで仕事するかの関係
（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 



























実験があるかの関係（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
図表 7-16 科学技術人材育成（専門的技術的職業&科学技術関心度）と小中期に物を分解するの
が好きだったかの関係（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
 なお、10 月調査のデータに対して、科学技術人材を目的変量として、MNL 及び AIC-SW で変数選




図表 7-17 科学技術人材育成（科学技術的職業）に影響する変量の BN分析(出典：国民意識調査





（出典：国民意識調査 2014 年 10 月から筆者作成） 
 









最近 10 年くらいで注目され、調査が実施されている。2010 年には総務省行政管理局からの委託調
査として「行政の信頼性確保、向上方策に関する調査研究報告書」が刊行され、2013 年にはOECD
から”Government at a Glance 2013”の第 1 章“Trust in government, policy effectiveness and the 
governance agenda”において、政府の信頼(trust)が議論されている。11. 
 






8-1 の定義 5.-9.が理解しやすいと考えた。 
 
図表 8-1 信頼の構造（出典：山岸俊男(1998), 信頼の構造－こころと社会の進化ゲーム, 東京大学
出版 .藤井聡(2006), 政府に対する国民の信頼－大義ある公共事業による信頼の醸成－, 土木学
会論文集 , 807/IV-70, pp.29-41.から抜粋） 
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図表 8-1 も少し複雑なため更に簡単化すると、図表 8-2 となる 
 







































図表 8-3 個人間信頼モデルの例（出典：筆者作成） 
 




























というのも自然な気がする（図表 5-15、図表 5-18）。 
OECD による先行研究”Government at a Glance 2013”では、OECD 加盟国 30 ヶ国に対して、中
央政府への信頼(trust)等に関するデータを収集している。これと、OECD の Main Science and 
Technology Indicators のデータを併せて BN 分析すると図表 8-4 となる。 








図表 8-4 OECD 加盟国の中央政府への信頼(trust)と科学技術指標に関する BN 分析（出典：”














(1) 行為に対する信頼回復には、主体に対する国民社会の信頼回復が必要  
(2) (1)の主体に対する信頼回復には、主体が国民社会に行為に関する自己の誠実性や、目的の正
当性(必要性 , 重要性 , 緊急性 , 将来性等) を伝える(信頼の伝搬)必要がある 
(3) 信頼の伝搬手段には「自発的な安心装置の供出」(例 . 主体による自発的な情報公開 , 主体に
よる違法行為告発の奨励)などがある 
 
※ 先行研究 5.-9.との相違点：以下の 2 点を要件に追加  
1) 主体への信頼の必要性の設定  












最初に、主体信頼に関連すると思われるデータについて概観すると、図表 8-5 となる。図表 8-5か
ら、2 月と 10 月間で主体信頼重視する/しないの構造に差はない(CMH 検定)。かつ、主体信頼は、2
月/10 月調査共に、他の評価事項より重視される。10 月調査では 2 月より他の事項が大きく低下し






























































































































































































































































































































































































































































(1) 10 月調査での他年齢と比べ、15-19 歳では a)-d) を重視する回答者割合(青色)は低い 
(2) 10 月調査での 15-19 歳と他年齢総和とのカイ二乗独立性検定： 
  a) P = 0.444, b) P = 0.021, c) P = 0.000, d) P = 0.000 →c), d)では他年齢より割合が明らかに低い 
(3) 年齢で層別して、2 月/10 月の回答構成の条件付独立性 : Mantel-Haenszel 検定  
1) 10 月 15-19 歳除く: 
a) P = 0.761, b) P = 0.000, 95%CI[1.301, 1.636], c) P = 0.000, 95%CI[1.404, 1.783], 
d) P = 0.002, 95%CI[1.074, 1.354] 
2) 2 月 15-19 歳を 20-24 歳と同じと仮定 : 
a) P = 0.627, b) P = 0.000, 95%CI[1.328, 1.651], c) P = 0.000, 95%CI[1.418, 1.779], 
d) P = 0.004, 95%CI[1.116, 1.390] 
年齢ごとに考えると, a)のみ 2 月/10 月の各回答構成の関係はあまりなく、他は 10 月に低下している。
以上から、10 月の 15-19 歳が及ぼす、a)-d)の因果的解析への影響はそれほど大きくないと考えられ
る。 
2月調査において、主体信頼を目的変量として MNL、AIC-SWにより変数を選択し、その後、BN分



















2014 年 2 月から筆者作成） 
 
図表 8-8 科学技術行政に対する国民の信頼の BN 分析（比率尺度モデル。出典：国民意識調査
2014 年 2 月から筆者作成） 
 
 図表 8-6 と図表 8-8 のいずれがよいのかということでは、図表 8-6 の方が変量の組み合わせ全体
としてはよい。しかし、主体信頼に関する本稿の議論に資するかどうかという意味では図表 8-8 の方
がよいように思われる。まず、図表 8-6 では、原子力開発利用に関する関心と、技術的コントロール






 一方、図表 8-8 では、同時点の同じデータセットから、回答者の関心事項の関係を抽象化して表現
している。つまり、 
 a) 国や企業などの科学技術を開発利用する主体を信頼できるかどうか、は、 
  b) 社会が規制してその科学技術の誤用や悪用を防ぐことができるかどうか、及び 
  c) 責任の所在がはっきりしているかどうか、の結果である 
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 b)は、d) その科学技術が社会にとって必要かどうか、の結果である 
この a)-d)の関係は、先述の図表 8-6の関係を否定しているわけではなく、より一般化していると考え
られる。 
 次に、同様に 10 月調査において、主体信頼を目的変量として MNL、AIC-SW により変数を選択し、






























係（出典：国民意識調査 2014 年 10 月から筆者作成） 
 
図表 8-11 国の行政機関や地方公共団体の情報提供度と国の行政機関や地方公共団体からの
情報信頼度との関係（出典：国民意識調査 2014 年 10 月から筆者作成） 
 
図表 8-9 は、図表 8-6 ほどではないにしても、因果的関係の存在が評価事項等に偏り、逆にそれ
以外では因果的関係がほとんど見られない。本稿の数理的な考え方ではこれがベストではあるが、
図表 8-8 に類似して、変量間の関係のバランスを考慮して比率尺度化を行うと、図表 8-12 となる。
なお、図表 8-12 の変量の組み合わせでは、回答者属性変量がなく、目的変量を名義尺度としてい
る。 
 図表 8-12 における、a)(主体信頼), b)(社会規制), d)(社会必要性)間は 2 月調査の図表 8-8 と同じ
関係になる。一方、c)(責任所在)は、a) ではなく、b) の原因となる点が 2 月調査と異なる。また、主
体信頼が予測可能性の原因となっている点が 2月調査の図表 8-6 と似ている。なお、10月時点では
福島第一事故関連で大きな事故やトラブルは発生していない模様であり、この主体重視と予測可能
性の関係は原子力発電所の事故に留まらず、一般化できるものと考えられる。 
 また、図表 8-12 から、2) 国等の情報提供度は、1) 国等の情報信頼度や、3) 国等の情報源機能









図表 8-12 科学技術行政に対する国民の信頼の BN 分析（比率尺度モデル。出典：国民意識調査
2014 年 10 月から筆者作成） 
 
図表 8-13 2) 国等の情報提供度と、1) 国等の情報信頼度、3) 国等の情報源機能の関係（出典：
国民意識調査 2014 年 10 月から筆者作成） 
 
 以上の図表 8-6 から図表 8-13 までの議論をまとめると、評価の重視事項の因果的関係として、次
の関係が成り立つようである。 
 
  a) 国や企業などの科学技術を開発利用する主体を信頼できるかどうか 
   ←b) 社会が規制してその科学技術の誤用や悪用を防ぐことができるかどうか 
     ＝誠実性伝搬仮説の(3) 「自発的な安心装置の供出」 
   ←d) その科学技術が社会にとって必要かどうか 
     ＝誠実性伝搬仮説の(2) 「信頼の伝搬」 
  a) or b) ←c) 責任の所在がはっきりしているかどうか  
         ＝誠実性伝搬仮説の 1) 「主体への信頼」 
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    → 将来その科学技術によって何が起こるか予想できるかどうか 










図表 8-14 科学者の話の信頼度の BN 分析（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
図表 8-15 科学者の話の信頼度と科学技術に関連する専門書や学術雑誌を情報源とするかの関
係（出典：国民意識調査 2014 年 2 月から筆者作成） 
 
























































































と 1 人が持つ誠実性は 1 つとできる。 
 
 さて、目下、科学技術行政の信頼回復に関する具体的事例として議論されている課題は 2 つ存在
すると考えられる。 
 
1) 2011 年 3 月の東日本大震災に伴う、福島第一原子力発電所事故の対応  



























a) 当該研究者       ：当該新規再生細胞を再現すること 










計算できると仮定した(誠実性ベクトルモデル)。誠実性伝搬は 3 次元因子(xyz 軸)で説明され、かつ
構成者の誠実性(緑色矢印、その長さ(誠実性の強さ、太さに意味はない)とし、ここでは全員同じとし















のイメージ（左図：企業、右図：公的研究機関を想定、x 軸：経済性追求、y 軸：科学技術追究、z 軸：
社会使命追究、u軸：メディア解釈を事例として想定、緑色矢印：組織の 3つの構成者の誠実性(長さ
は誠実性の強さ、太さに意味はない)、黄土色矢印：構成者の線形和である組織の誠実性、濃赤色





















(2) データ・分析方法  
 国民意識調査は主に 2009 年から当所で断続的に実施されているインターネット調査である。調査
会社の登録モニターを対象として、月末に質問を行い、国民意識の変化も把握する（男女・各年代お
よそ同数と設定）。本研究の対象としたのは 2014 年 2 月(N=3,000)調査及び 2014 年 10 月(N=2,400)
















図表 10-1：MNL, AIC-SW の変量組み合わせに対する BN 分析：2 月調査における科学技術関心度
の例（出典：国民意識調査 2014 年 2 月より筆者作成。図表 6-3 再掲） 
 
(3) 本研究の分析結果およびその政策的含意  




a)技術/家庭科好き, b)物を分解するのが好きだった, c)屋外で遊ぶことが多かった, d)父母に理科
や算数/数学の勉強をよく教えてもらった 
  
の 4 つの要因が抽出された。これらは概ね以下の 2 種に大別されると考えられる。 
1) c)屋外で遊ぶことが多かった、に示されるような、友人や親との人間関係を通じて左右される科






















































(1) 行為（政策）に対する信頼回復には、主体（科学技術行政）への国民社会の信頼回復が必要  
(2) (1)の主体に対する信頼回復には、主体が国民社会に対し、自らの行為に関する誠実性や、目
的の正当性(必要性 , 重要性 , 緊急性 , 将来性等) を伝える(信頼の伝搬 )必要がある 
(3) 信頼の伝搬手段には「自発的な安心装置の供出」(例 . 主体による自発的な情報公開等)などが
ある 






  a) 国や企業などの科学技術を開発利用する主体を信頼できるかどうか 
   ←b) 社会が規制してその科学技術の誤用や悪用を防ぐことができるかどうか 
     ＝誠実性伝搬仮説の(3) 「自発的な安心装置の供出」 
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   ←d) その科学技術が社会にとって必要かどうか 
     ＝誠実性伝搬仮説の(2) 「信頼の伝搬」 
  a) or b) ←c) 責任の所在がはっきりしているかどうか  
         ＝誠実性伝搬仮説の 1) 「主体への信頼」 
    → 将来その科学技術によって何が起こるか予想できるかどうか 















5-9 から図表 5-21 のまとめ参照）。事態の影響規模が大きく、関係機関や関係者が拡がり、利
害関係や信頼関係も複雑化していると想定される。 





a) 当該研究者       ：当該新規再生細胞を再現すること 































（左図：企業、右図：公的研究機関を想定、x 軸：経済性追求、y 軸：科学技術追究、z 軸：社会使
命追究、u 軸：メディア解釈を事例として想定、緑色矢印：組織の 3 つの構成者の誠実性(長さは
誠実性の強さ、太さに意味はない)、黄土色矢印：構成者の線形和である組織の誠実性、濃赤色
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